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韓国「維新政権」期の日本の論壇における 

「現実主義」的な朝鮮半島観の提示  

―― 玉城素を中心に ――  

  

イソンヒョン 

 

はじめに 

 

1972年10月27日，韓国の朴正熙
パクチヨンヒ

大統領（在任1963–1979）は維新改憲を断行し，政権の

長期化のために国家が国民の自由を抑圧する行為を合法化した。こうして始まった「維新

政権」は，1979年に朴正熙が死去する（1）まで続いた。 

維新政権が誕生すると，日本の論壇における朴正熙政権への批判は一層高まった。この

ような動きをリードしたのは，いわゆる「進歩的知識人」（2）と呼ばれる人々であった。「進

歩的知識人」とはどのような人物を指すのかを明示する研究は管見の限り無く，その名称

や対象範囲も研究によって多少異なるが，先行研究で共通して取り上げられている「進歩

的知識人」の特徴は，以下の通りである（3）。第一に，戦後日本の論壇において朝鮮半島に

関連した活発な言説が見られ，当時の日本人の朝鮮半島観に大きな影響を与えていたこと

である。その影響力は単に言説の数のみならず，安
やす

江
えり

良
よう

介
すけ

（4）や旗田巍
はただたかし

（5），寺
てら

尾
お

五
ご

郎
ろう

（6）

などに代表される，当時の日本の論壇や学界の著名人が含まれていたことにも起因してい

た。第二には，言説の論調が北朝鮮には賛同的で，韓国には批判的であったことである。

しかし，重要なのは彼らが何をもってそのような論調を展開したのかであろう。韓相一は，

「進歩的知識人」が朝鮮問題を考える際に，「民主，平和，人権，良心」などの「進歩的価

値」が判断の基準となったと主張した（7）。「進歩的知識人」は，これらの「価値」を踏み

にじる朴正熙政権下の韓国を破綻しつつある国だと描いた。それに比べ，北朝鮮はこれら

の「価値」が尊重される，理想的な指導者である金日成
キムイルソン

（1912–1994）の率いる国として描

かれた。 

本稿では，「進歩的知識人」が重要視した「価値」の中で，彼らの言説に多く登場した「民

主主義」，「自主」，「民族」に注目する。なお，本稿では，1960–1970 年代の日本の論壇に

おいて，上記の価値基準に基づいて北朝鮮を「正しい」存在として認識した上で，「正しか

らざる」存在としての韓国と朴正熙政権を批判した知識人らを，「進歩的知識人」と定義し

たい。朴正熙政権に対する「進歩的知識人」の批判の内容は，政治面における非民主性，

経済面における反自主性，外交面における反民族性にまとめることができる。つまり，「進

歩的知識人」は，朴政権が韓国国民の人権を弾圧するなど，非民主的な行為を続けており，

韓国の経済の自主的な成長を阻害する政策を行っており，民族の念願である統一を実現し

ようとする態度を見せないと批判したのである（8）。 
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1970年代における日本の知識人の朝鮮半島観に関する研究は，これまで活発に行われて

きたとはいいがたい。そうであるばかりか，この時期の日本の論壇における「進歩的知識

人」の影響力は大きかっただけに，これらの研究の多くは，彼らの朝鮮半島観に焦点を当

てていた。その理由の一端は，「韓国からの通信」（9）などの連載記事によって「進歩的知識

人」が描き出したような否定的な韓国像が日本に広まっていたため，独裁政権である朴正

熙政権に対する評価を見直すことが極めて困難だった当時の日本の論壇の雰囲気にもあっ

た。 

まず，鄭大均（1948年生）は，『韓国のイメージ』で，日本人の韓国への関心を「植民地

体験型」，「贖罪型」，「イデオロギー型」，「古代史型」，「異文化型」の5つに分類した（10）。

鄭によると，「イデオロギー型」とは，自らの支持する政治的なイデオロギーに従って韓国

に関わる人々で，その中には当時の北朝鮮を支持する「進歩派」と，韓国を支持する「保

守派」があり（11），「七○年代末の世論調査で見た韓国が北朝鮮よりも独裁的であり，自由

がないというようなイメージは，こうした進歩派のプロパガンダの所産であった」（12）と述

べていた。当時「進歩的知識人」の朝鮮半島に関する原稿が多く掲載された雑誌として岩

波書店の総合雑誌『世界』を挙げることができるが，韓相一は，『世界』に寄稿した「進歩

的知識人」の言説の中で韓国と北朝鮮に対するダブルスタンダードが見られると批判した（13）。 

しかし，「進歩的知識人」の描いた朝鮮半島像とは異なり，実際の1970年代の朝鮮半島

は，体制競争において優位を占めていた北朝鮮の後退が見られるのに対し，韓国の躍進が

目立つ時期であった。これは彼らの朝鮮半島観と当時の朝鮮半島の「現実」との間に乖離

が生じていたことを意味した。だが先行研究は，この「乖離」に気付かない「進歩的知識

人」を批判するものの，「乖離」に注目していた同時代の知識人の動きにはさほど注目して

こなかった。 

それでは，当時の日本の論壇における知識人たちは，このような「乖離」にただ沈黙し

ていただけなのだろうか。こうした「乖離」の解消を図ろうとした者として，本稿は玉城素
たまきもとい

（14）

という人物に焦点を当てる。 

玉城素は，朴政権の非民主的な行為や経済政策を厳しく批判した「進歩的知識人」の認

識を一部共有しながらも，朴政権の外交政策や「民族性」については異なる主張を展開し，

早くから朴政権に対する再評価を行い，北朝鮮に対して鋭い批判を展開した朝鮮半島問題

の専門家だった。 

しかし，これまでの先行研究は，玉城の朝鮮半島観を独立した研究対象として扱ってお

らず，その評価にも次のような限界があった。第一に，多くの先行研究は，玉城を「民族

的責任」を唱えた者として位置付けている。鄭大均は，先述した5つの類型のうち，「贖罪

型」の代表的な人物として彼を位置付けているが（15），その「贖罪型」とは，「植民地統治

への贖罪意識を契機として，日本人の民族的責任を問う道徳的な関心型」（16）であり，先述

した「イデオロギー型としばしば連帯して進歩派を形成するが，イデオロギー型とは違い，
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植民地支配の責任を単に政治指導者や国家の罪に還元するのではなく，日本人が集団とし

て隣国に対して犯した罪を自己確認し，集団自体の人間・社会変革を通して隣国との連帯

を確認しようとする」（17）者を指すとしている。1960年代に「民族的責任」を主張（18）した

ことが玉城の重要な業績ではあるものの，鄭は，それが玉城の朝鮮半島観にいかなる影響

を及ぼしたのかについては言及していない。 

第二に，玉城が「反進歩的知識人・反北朝鮮」的な知識人として描かれている点である。

石原萠
ほう

記
き

（1924–2017）の研究に代表されるように（19），先行研究で紹介されている玉城の発

言には，「進歩的知識人」や北朝鮮を批判する発言が多い。玉城が「進歩的知識人」に批判

的なスタンスをとっていたことは否定できないが，先述した通り，彼と「進歩的知識人」

の朝鮮半島観には共通している部分もあった。この点から見て，玉城を「南北のプロパガ

ンダ合戦全盛の時代に，そのいずれにも与することなく，個人的なディシプリンとして北

朝鮮研究を継続した日本における北朝鮮研究のパイオニア」（20）であると評価する鄭大均の

見解は，玉城の朝鮮半島観の複雑さを表しているものといえよう。しかし，ここにも玉城

の関心分野を「北朝鮮研究」に限定しようとする観方がある。玉城が北朝鮮研究に尽力し

たのは1960年代と，『コリア評論』（21）を離れて『現代コリア』（22）で活動した1980年代以

降であり，1970年代の玉城はむしろ朝鮮半島全体に関心を寄せていた。 

このように，先行研究における玉城への評価は，1960 年代と1980 年代以降の玉城の活

動に基づいている。しかし，1970年代の玉城の朝鮮半島観には，こうした位置付けでは説

明できない側面がある。玉城にとっての1970年代は，存命中で も多く朝鮮半島関連の文

章を発表し，かつその対象も朝鮮半島全体に及んだ時期である。それのみならず，1970年

代は，1960 年代と1980 年代をつなぐ時期であり，玉城の朝鮮半島観が持つ「一貫性」を

理解するためには欠かせない時期でもある。「民族的責任」を説いた者，「反進歩的知識人・

反北朝鮮」的な北朝鮮研究者という，一見無関係に見える二つの玉城のイメージの関係性

を理解するためにも，1970年代の玉城の朝鮮半島観を分析する必要がある。玉城が朝鮮問

題を考える際に常に意識していたのは，朝鮮半島をめぐる内外情勢や朝鮮半島の両勢力が

直面している問題といった「現実」であった。つまり，その「一貫性」を成すもの，すな

わち玉城の朝鮮半島観全体をつらぬくものは「現実」だったのである。 

以上を踏まえて，本稿ではこれまでの先行研究でほとんど扱われなかった1970年代の玉

城の朝鮮半島関連の言説を分析した上で，上述したように「現実」を重視した玉城の視角

を「現実主義」的な朝鮮半島観と定義する。本稿でいう「現実主義」とは，ある国や勢力

を，自らの置かれている状況（＝ 現実）から派生した様々な問題・課題を解決し国際政治・

国内政治の目標を達成するために合理的に行動する主体として捉える視角である。本稿は，

玉城の「現実主義」的な朝鮮半島観が具体的にいかなるものなのかについて考察し，上述

した「乖離」を彼がいかに解消しようとしたかを明らかにする。また，1960年代から1980

年代以降までの玉城の朝鮮半島関連の言説を連係させることによって，この時期に存在し
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ていた，もう一つの朝鮮半島観としての彼の朝鮮半島観の成立可能性を検証する。 

 

第一節 「進歩的知識人」の「価値」と玉城素の「現実」 

 

上述のとおり，鄭大均は，「イデオロギー型」に属しながら北朝鮮を支持した「進歩派」

が「贖罪型」と関連していた，と主張した。実際に旗田巍は，『日本人の朝鮮観』をはじめ

とする著作で植民地時代の責任について触れており（23），『世界』に掲載された韓国関連の

初の記事は，鈴木武雄（24）の「朝鮮統治への反省」（第5号，1946年5月，41–54頁）だった。

1960年代になると，彼らの文章には北朝鮮支持・韓国批判の論調が現れ始め，こうした論

調は1970年代には鮮明になった。 

「進歩的知識人」には安保闘争に関心を持ち，その過程で対米従属への抵抗感を覚えた人

たちもいた。その抵抗感はベトナム戦争の本格化とともに高揚し，一部の者は「ベトナム

に平和を！市民連合」（以下，ベ平連）に参加した。日本に対する米国の影響力が過度に増

大することに対するこのような抵抗感は，「自主」という価値を掲げる北朝鮮に対する共鳴

を感じさせる原因ともなった。ベ平連の代表を務めた小田実
おだまこと

（1932–2007）は，北朝鮮につ

いて，食糧の自給自足が可能な「農業先進国」であると同時に「人間のふだんのくらしに

必要なもの，あるいは，ひとつの社会を動かすために入用なものは何だって国産でできる」，

「工業国」でもあると評価した（25）。 

それと同時に，1960年5月，衆議院で「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び

安全保障条約」が強行採決されたことは民主主義の崩壊に対する強い警戒心を生み出した。

寺尾五郎のような知識人が，同年の韓国での 4 月革命（26）に関心を示し，これを，米国の

傀儡であった李承晩政権の下で募った「正当な民衆の不満」（27）が爆発した結果と見たのも

偶然ではなかろう。また4月革命は，その主体となった学生勢力に「進歩的知識人」が注

目するきっかけとなった点でも意味深い。 

このように，日本での安保闘争は，「進歩的知識人」に「自主」や「民主主義」といった

「価値」への関心を高めさせた。そして彼らは，朝鮮半島がこれらの「価値」を回復するよ

う支援することが植民地支配の責任を果たすことでもある，と考えていたと推測される。

その具体的な方法として彼らが選んだのは，北朝鮮を支持すると同時に韓国の「民主勢力」

と連帯して朴正熙政権を打倒することであり，その一環として1965年の日韓国交正常化に

も批判的な立場をとった（28）。 

以上のように，「進歩的知識人」の朝鮮半島観には，その根底に植民地支配への責任があ

り，その点では玉城の朝鮮半島観も共通していた。しかし，玉城がその後，彼らとは異な

る朝鮮半島観を展開するようになったのは何故だろうか。その答えは玉城の朝鮮半島観の

形成過程にある。 
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玉城の朝鮮半島観のスタートラインは在日朝鮮人問題であった。玉城は共産党員時代に

多くの在日朝鮮人と接触したが，その時の経験は1956年に離党を決心する原因となり，彼

の初期の研究においても重要な問題意識となった。玉城の初期研究の中で注目すべきもの

は，1961 年に発表した「日本共産党の在日朝鮮人指導」という論文である（29）。ここで玉

城は，日本共産党の在日朝鮮人に対する方針を批判しているが，その内容から「現実主義」

的な視角の原点がにじみ出ている。同論文において彼は，戦後の日本共産党が党の勢力拡

大のために在日朝鮮人を党の運動に動員することに力を注ぐだけで，在日朝鮮人に対する

公式的かつ一貫した指導方針を提示しなかったことを痛烈に批判した（30）。それと同時に，

玉城は，日本共産党が，当時の在日朝鮮人が当面していた様々な問題（差別問題など）に十

分な関心を払わなかったと指摘した。それらの問題は，在日朝鮮人が日本での暮らしの中

で常時直面せざるを得ない，いわば「現実」の問題であった。つまり，玉城は，戦後の日

本共産党が党の目標や理念のために在日朝鮮人の「現実」を犠牲にしているという認識を

持っていたのである。このように，玉城の「現実主義」的な朝鮮半島観は，ある集団の目

標や理念といった「価値」を重視することによって「現実」が軽視されることへの警戒か

ら始まった。 

こうした視角は，その後，玉城が朝鮮半島問題に本格的に関心を持ち始めた1960年代後

半になると，「価値」による「現実」認識への「干渉」を警戒するものへと発展した。この

「干渉」とは，ある個人の持つ「価値」が，その人が「現実」に存在する客観的な事実を認

識する際に影響を及ぼすことを意味する。例えば，維新政権下の韓国を「民主主義」とい

う「価値」をもって評価した「進歩的知識人」の目に，朴政権はこの「価値」と衝突する

存在として映った。そしてこの認識が，「1970年代の韓国の経済発展」という事実（＝現実）

を受け入れることを困難にしたのである。当時の北朝鮮が掲げていた「自主」を高く評価

した多くの「進歩的知識人」が，北朝鮮の経済不振を認めなかったこともその一例である。

玉城はこのような「干渉」によって，「現実」の認識が妨害されることを警戒していた。 

それでは，玉城が重要視した朝鮮半島の「現実」とは何であろうか。1981年に出版した

『朝鮮半島の政治力学』で，玉城は1971年から1980年までを「交渉対決期」と規定し，そ

の特徴として国際情勢の変化が激しかったことを指摘したうえで（31），ベトナム戦争の終焉

と東西ドイツ基本条約（1972年）などによって，「第二次大戦後の体制的分裂国家としては，

南北朝鮮問題だけが残された」（32）と述べた。これらの記述から玉城のいう朝鮮半島の「現

実」とは，「冷戦」下での「朝鮮半島の分断」を意味していたことが分かる。彼がこのよう

に「朝鮮半島をめぐる国際情勢」と，「分断国家」という朝鮮半島の両勢力の特殊性に注目

するようになったのは，当時の玉城が『コリア評論』の中心人物だったからであると考え

られる。『コリア評論』は，1957年に朝鮮中立化運動委員会委員長の金三奎（33）が創刊した

もので，当初は同委員会の機関紙であった。朝鮮中立化統一論とは，南北統一を実現し維

持する方法として朝鮮半島の中立化を提示するものである。その中でも金が主張した中立
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化統一論は，国際的同意による朝鮮半島の中立化を骨子としていた（34）。そしてこうした主

張は，国際情勢を深く理解することを前提にしていた。のちに不和で決別するまで金と親

密な関係にあった玉城が，彼の統一論に影響を受けたことは想像に難くない。 

以上の検討から，本稿でいう玉城の「現実主義」的な朝鮮半島観の特徴は，以下のよう

にまとめることができる。 

まず，玉城は，分断国家という「現実」に適切に「対応」したのは韓国と北朝鮮のどち

らだったのかを強く意識した。 

次に，北朝鮮を理想的な国として描く「進歩的知識人」の偏見を批判し，北朝鮮の経済

不振と金日成独裁について警告した。玉城は，北朝鮮経済に見られる不均衡な発展を批判

し，とりわけ経済発展計画の進行中に見られた生産手段生産部門と消費手段生産部門のア

ンバランス問題や（35）工業発展でのアンバランス問題（36），非生産的部門への政府投資が低

い水準に止まっていた可能性などを指摘した（37）。それに比べ，それまでアメリカからの援

助と農業に頼っていた韓国の経済が，1970年代に入って総合製鉄所や造船所を保有し，そ

こで生産されたものを輸出する工業国へと成長したことに，玉城は驚きを表した。そして，

このような経済成長の原動力が，朴政権の下で行われた経済開発 5 ヵ年計画の達成（38）に

あることが強調された。しかし，玉城は韓国の経済をただ肯定しただけではない。彼は韓

国の輸出・輸入における日本の影響力が増大したことや（39），輸出ブームや観光ブームによ

って日本の資本への従属化が進んだことを警告し（40），急激な経済発展の結果として政経癒

着が進んでいること，所得の格差が激しいこと（41）などの問題について厳しく指摘した。

しかし，こうした指摘の裏には，これらの問題や矛盾が生じるほどの水準に達した韓国経

済の発展（42）を認め，韓国の経済成長が朴政権の経済政策の「成果」であることを強調す

る玉城の意図があった。 

後に，玉城は，朴政権の非民主的な性格と経済政策の問題点に対して「進歩的知識人」

と見解を一部で共有しながらも，朴政権の外交政策に対する「進歩的知識人」の意見には

同意しなかった。 

本稿では，こうした玉城の視角が，1970年代において彼が朝鮮半島問題に取り組む際に

いかなる影響を及ぼし，具体化したのかについて考察したい。とりわけ，次節以下では「進

歩的知識人」の見解と明確に対立し，「現実主義」的な視角の特徴が鮮明に現れる「外交面」

に焦点を合わせ，南北対話（1971–1973年）と1973年6月23日に発表された「平和的統一

政策に関する大統領特別声明」（以下6・23平和宣言）に対する玉城の見解を重点的に分析し

たい。 

 

第二節 南北対話と維新政権に対する玉城素の認識 

 

冷戦による対立が顕著であった1960 年代に比べて，1970 年代初めはデタントが進み，
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国際社会における緊張感が薄らいだ時期であった。このような情勢に呼応するかのように，

朝鮮半島においても南北対話（43）（1971年8月）の動きが見られた。当初，南北対話は南北

赤十字会談という民間レベルで進められたが，1972年に入り韓国（李
イ

厚
フ

洛
ラク

）・北朝鮮（朴
パク

成
ソン 

哲
チヨ

）
ル 

の両政府要人による相互秘密訪問が行われた。その成果の一つとして，同年に 7・4

南北共同声明が実現した。これは，分断以来相互の批判と中傷が絶えなかった韓国と北朝

鮮において，「自主，平和，民族大団結」という南北統一3原則が発表された画期的出来事

だった。しかし，同声明以降，南北対話は急激にモメンタムを失った。このような状況の

中で韓国と北朝鮮は1972年10月（韓国）と12月（北朝鮮）にそれぞれ新憲法（44）を発表し，

それに基づいた新たな政治体制を打ち立てた。南北対話はその後も継続されたが，これと

いった進展が見られないまま，結局1973年8月の金大中拉致事件（45）の発生と同事件に対

する韓国中央情報部（KCIA）の介入を口実に北朝鮮側が一方的な対話中止の意思を表明し

たことで中断された。 

南北対話の過程で も注目すべき点は，韓国と北朝鮮の改憲と新政治体制の成立が南北

対話の 中に行われたことである。この事実は南北対話と新政治体制の成立に密接な関係

があることを示していた。その中でも知識人たちの目を引いたのは，南北対話と韓国での

維新体制（維新政権）の成立であり，当時の日本の論壇においては双方の関係性をめぐる議

論が活発に行われた。 

まず「進歩的知識人」は，韓国の「国内」政治の観点から南北対話と維新体制の関係性

を理解した。彼らによると，朴政権が南北対話を選択した意図は国内政治における危機か

らの脱出にあった。つまり，圧政を続けた結果，国内外からの批判に直面し，政権の正当

性を確保することに困難を感じるようになった朴政権が， 後の手段として南北対話を選

んだというのである。1973年の『世界』に掲載された中川信夫（46）の「「2つの朝鮮」政策

と日本」は，このような視角の典型を示している。中川によると，「南北対話にふみ切った

朴政権の本当のねらいは，統一事業推進ではなく，統一問題で何らかの新味を出す以外に

事態打開の道がないまでに行詰っていた自己の政権延命」（47）にあった。つまり，彼を筆頭

とする「進歩的知識人」は，「維新体制」が成立した「時点」が「南北対話」の結実といえ

る7・4南北共同声明の直後であった点に着目し，朴大統領が南北対話で時間を稼いだうえ，

その後「維新体制」を通じて危機を乗り越えようとしたと認識したのである。いい換えれ

ば，朴政権にとって南北対話とは，その真の「目的」である「維新政権」の樹立のための

「手段」に過ぎなかったというのが「進歩的知識人」の理解であった。そして，朴政権はそ

の「目的」を完全に達成するために維新政権期に圧政をますます強めた，と理解した。 

それに対して玉城が注目したのは，維新体制の「性格」よりも，そのような政権を生み

出した韓国の「現実」であった。そして，その「現実」とは，「進歩的知識人」の捉え方と

は異なり，「国外」の状況，つまり国際情勢に焦点を合わせたものであった。例えば，彼は

1972年に発表した論文において，南北対話の背景として米軍の軍縮政策と米韓交渉の活発
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化，米中接近をめぐる南北の対応に注目した（48）。1972年・1973年に発表された玉城の文

章では「競争」や「対決」という言葉が頻繁に使われていることも注目に値する。これは

彼が，南北対話が実現されるまでの過程や南北対話自体を，韓国と北朝鮮が競い合う過程

と捉えていたことを意味する。この時期の玉城は，南北赤十字会談本会談の開催までの南

北交渉過程を詳細に分析し，南北対話に対する北朝鮮側の消極的な態度を指摘する一方で，

韓国側からの積極的な対話を好意的に評価した（49）。そしてそのような態度の相違は，韓国

と北朝鮮それぞれの外交戦略の違いによるものだったというのが彼の解釈だった。 

その一例として玉城が注目したのは，1972年7月17日にアルジェリア等非同盟13ヵ国

が「朝鮮の自主的平和統一のための好ましい条件づくり」という新課題を上程するよう国

連事務局に提案したことであった。この提案は，北朝鮮に有利な提案（朝鮮問題に対する軍

事介入，UNCURK〔国連朝鮮統一復興委員会〕の設置，韓国における米軍駐留の再検討）を含んでい

たため，北朝鮮はただちに提案を支持する意思を表明した。これに対し，韓国は南北の間

で統一のための努力（南北対話）が進行中であることを強調し，討議の1年延期を提案した。

この点をめぐって南北間で激しい外交工作が展開された結果，同年9月に国連の一般委員

会で討議に入り，韓国側が支持していた1年延期案が通過した（50）。 

このように玉城は，南北双方ともに「統一」や「平和」のためではなく，それぞれの外

交上の目標を持って南北対話に臨んだ可能性を指摘した。つまり，韓国は自分に不利な提

案が国連総会に上程されるのを阻止するため，南北対話に積極的に臨み，対話が順調に進

んでいる姿を国際社会に見せる必要があった。そして，この時期北朝鮮が南北対話の過程

で消極的な態度を見せたことも，韓国の目には国連総会をめぐる外交的環境を有利に運ぶ

ための戦略と映った可能性がある，との解釈を示した（51）。 

このような南北間の競争はより実際的な対決となり，「南北同時改憲」という形で顕在化

した。玉城は，北朝鮮による挑戦状が韓国へ渡された時期として，第1回南北朝鮮調節委

員会共同委員長会議（1972年10月12日）を指摘した。その理由は，訪日計画をめぐる朴大

統領の動きにあった。朴大統領は，同年10月6日に天皇の招請による訪日計画を発表した

が，17日に急遽戒厳令を宣布し，3日後の20日には訪日計画を突如中止した。玉城は，こ

の一連の過程の解明に際して，この14日間に行われた唯一の南北接触である第1回南北朝

鮮調節委員会共同委員長会議に注目した。彼は同会議において北朝鮮側が 「ある種の既成

事実（たとえば，すでに成文化した憲法草案と改憲スケジュール）」を韓国側に漏らした可

能性を示し（52），その理由について次のように述べた。 

  

（前略）政治的能率化の上で立ちおくれていた南側が，北の挑戦を受けてあわただしく

体制を整え，北に匹敵するような能率的な独裁のメカニズムをつくり上げようとした

もののように見える。北にしてみれば，準備万端を整えた上で，南に挑戦して無理な

スケジュールで改憲を強行させ，対比する形で自国の一〇〇％の統制ぶりを誇示し，
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南と全く異質の社会主義体制の完成ぶりを顕示することによって，南北交渉における

優位をとりもどし，国際社会における地位のいっそうの改善をはかったものといえよ

う。その点では国連工作における敗北をある程度とりかえそうとしたものとも見られ

る。（53） 

  

このように，玉城は，南北対話と南北同時改憲を，南北対話を含めた外交面におけるイ

ニシアチブの喪失を認識し始めた北朝鮮の挑戦と，それに対する韓国の応戦という枠組み

の中で理解している。彼の見た南北対話は，韓国と北朝鮮における体制競争の中で挑戦と

応戦が繰り返される一連の出来事であり，維新改憲は「南北合作事業」の結果，つまり体

制競争の所産であった。彼は，維新体制の暴力性や南北対話に臨んだ韓国側の目的が，維

新政権の成立を前提にした国内への締め付けの強化にあったと見る「進歩的知識人」の意

見を部分的には認めながらも（54），この時期に朝鮮半島の両勢力が対話に踏み出したのは，

双方ともに体制競争における優位の獲得のためである，と理解した。 

後に，1981年に出版された書籍ではあるが，玉城が当時南北対話と南北改憲をいかな

る視角で見ていたかを確認できるもう一つの証拠として，『朝鮮半島の政治力学』での記述

に注目したい。彼は，同書で，南北対話を韓国と北朝鮮それぞれによる統一政策の流れの

中で説明している。玉城によると，1960年代までは北朝鮮側の統一政策が具体性・柔軟性

という点から見て先行していたが，1970年8月15日の朴大統領の光復節（55）での祝辞を起点

として韓国側が積極的な外交攻勢を展開し，南北対話も韓国側のイニシアチブの下で行わ

れた，ということだった。ここで注目すべきは，1960年代までの北朝鮮優位の原因が，そ

の経済力における優位にあると玉城が分析していることである。それと同様に，1970年代

の逆転も韓国側の経済成長と結び付けて理解している（56）。これらの記述から，玉城が「経

済力」を外交戦略の基盤とみなしていたことを確認できる。つまり，玉城は，南北対話を，

外交力のみならず，経済力をも競う「体制競争の一環」として理解していた，ということ

である。 

 

第三節 6・23平和宣言と朴正熙政権の「民族性」に対する玉城素の認識 

 

維新体制を体制競争の結果と見る玉城の認識は，韓国外交に対する再評価を可能にした。

1973年の6・23平和宣言に対する彼の見解は，その一例として注目に値する。 

まず，6・23平和宣言を理解するためには，その背景として，前節で見た南北同時改憲以

後の朝鮮半島に注目する必要がある。この時期，南北対話は停滞状態に陥り，経済面にお

いては韓国と北朝鮮の格差が急速に縮まった。その一方で，外交面では第三世界諸国の勢

力の拡大と中国の国連代表権の交替などにより，北朝鮮の外交活動に有利な国際情勢が展

開された（57）。つまり，この時期の経済・外交競争において，南北のいずれにとっても優位
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を確実なものにすることができない状況が続き，その結果，朝鮮半島において体制競争が

さらに激化したのである。  

このような状況の中で韓国が選択したのは「外交政策の転換」であり，その嚆矢となっ

たのが6・23平和宣言であった。同宣言に見られる「転換」の内容は次の通りである。一

つは，従来のハルシュタイン原則を放棄し，外交対象の範囲を共産圏国家までに拡大した

ことであった。「ハルシュタイン原則」とは，西ドイツと外交関係を持つ国家が，東ドイツ

とも外交関係を結ぶことを認めない，1955年に発表された西ドイツの外交方針である。も

う一つは，「1つのコリア」政策を破棄し，「2つのコリア」政策への路線転換を明らかにし

たことであった。  

このうち，争点となったのは後者の「2つのコリア」政策だった。まず，「1つのコリア」

とは，朝鮮半島において合法政府は一つしかないという論理により，韓国と北朝鮮の各々

が自らを「唯一の合法政府」であると主張し，他国は韓国と北朝鮮のどちらかと国交を樹

立することはできるが，両者との外交関係を樹立することは不可能であり，国連への南北

同時加盟にも反対する政策である。それに対して「2 つのコリア」政策は，朝鮮半島に韓

国と北朝鮮という両体制が存在していることを認め，国連への南北同時加盟にも反対しな

い政策である（58）。 

金日成は同宣言の直後に「祖国統一5大綱領」を発表し，朴大統領が6・23平和宣言を

通じて明らかにした「2 つのコリア」政策のねらいは朝鮮半島における分断状態の固定化

にあると批判した。それと同時に，北朝鮮は従来の「1 つのコリア」路線を維持すること

を明言し，連邦制方式の統一案（高麗連邦制）を提案した。 

「進歩的知識人」はこのような金日成の主張に賛同した。例えば，中川は，上記の文章で，

南北対話に臨む韓国と北朝鮮の基本的なスタンスに見られる相違について次のように述べ

た。 

 

（前略）南北対話は，一方では統一推進の旗じるしをかかげ，他方では「対話ある対決」

「対話のある競争」「対話のある共存」を主張するという二面戦術をとる朴政権側と，

それを批判し，「対話ある団結，対話ある合作，対話を通じた統一の実現」を主張する

共和国側との基本的姿勢のくい違いのもとで，いまだにみるべき成果をおさめること

ができないでいる。（59） 

 

ここでいう「対話のある共存」とは「2 つのコリア」政策を意味するものであり，北朝

鮮の「1 つのコリア」政策を暗示する「対話を通じた統一の実現」と対比構造を成してい

る。中川は，ここで「共存」と「統一」を対立する概念として使うことによって，統一を

望むのは韓国側ではなく，北朝鮮側であるという点を強調しようとしている。つまり，「進

歩的知識人」は，韓国側の「2 つのコリア」政策への転換を，統一を望まない朴政権の反
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民族性を表していると同時に，それまで北朝鮮の存在を認めようとしなかった韓国外交の

「失敗」であるとみなした。 

これに対し，玉城は，6・23平和宣言を「今年（1973年）前半を通じて徐々に「現実的」

に転換して来た韓国の対外方針を，集大成したもの」として評価し（60），これは朴政権の「前

進型」の性格が発揮された結果だと理解した（61）。玉城の目に映った同宣言は，国際情勢の

変化を正確かつ迅速にキャッチした上で，柔軟な態度で対応策を出す韓国の外交方針が生

み出した画期的な戦略だった（62）。 

このように，「進歩的知識人」と玉城の間には，同宣言に対する見解の違いがあった。そ

の理由は，玉城の評価が韓国側の置かれた当時の状況（＝現実）に基づいて行われていたた

めである。その「現実」とは，前節で見た南北対話への評価の際と同様，「国際情勢」とそ

の下での「分断国家間の体制競争」という現実だった。彼によると，上述の対決（「南北同

時改憲」）が北朝鮮の勝利に終わった結果，韓国は不利な状況に置かれ，このような状態が

1973年まで続いたばかりか，外交面においては北朝鮮にとって有利な環境がますます作ら

れていった。こうした時代状況を念頭に置いて，6・23 平和宣言を「体制競争」の観点か

ら見れば，同宣言は韓国側が外交政策における積極性を取り戻すシグナルとしての意味を

持つものだった（63）。 

6・23 平和宣言以降の北朝鮮外交に見られる特徴について，玉城は「原則主義」という

言葉で表現しているが，こうした北朝鮮の「原則主義」的外交では，6・23 平和宣言のよ

うな大胆な外交方針の転換は不可能だった。玉城のいう「原則主義」とは，北朝鮮側が自

らの外交行為を「原則」に従った，一貫性と正当性を持つものであると強調する方針であ

った。玉城は，同方針が，変化の続く外交環境にあっても「原則」のみを重視する傾向に

あり，国際社会の変化を積極的に反映した外交行動というよりもむしろ受動的なものであ

る，と理解した（64）。 

このように玉城は，6・23 平和宣言に見られる韓国外交の柔軟性を評価した。だが，そ

れと同時に，こうした方針の転換が韓国の国民に混乱をもたらすかもしれないとみなした。

彼は，この混乱の根本的な原因として，国民の意思を反映しようとしない朴政権の非民主

的な性格を指摘し，それについて批判的な立場を採った（65）。しかし他方で，彼は，韓国の

外交戦略が，当時のような激変期においては，「原則」に従って行動する北朝鮮よりも，国

際情勢を常に注視しながら，柔軟に対応しているという意味からして優れているとみなし

た。事実，このような玉城の評価が正しかったことは，韓国側がこの「2 つのコリア」政

策に基づいて外交危機を乗り越え，1991年には南北の国連同時加盟が実現したことで明ら

かとなった。 

しかし，こうした玉城の主張は当時の日本の論壇においては共感を得られず，「進歩的知

識人」は民族の悲願である統一の実現を妨害する存在としての朴政権を批判し続けた。こ

のような状況下で，1970年代半ばに入ると，玉城の言説には朴政権の「民族性」を主張す
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る記述が散見されるようになった。1974年，『中央公論』に「韓国・朴政権の孤立と強気」

を発表した彼は，朴正熙政権が，韓国の初代政権である李承晩政権や北朝鮮の金日成政権

のような「亡命海外派の帰国政権」（66）ではない，「南朝鮮民衆にとっては，数百年らい初

めて迎えることのできた土着民族政権」（67）であると主張した。こうした玉城の主張には，

下記のような問題点がある。 

まず，玉城は，この文章において，朴政権の「土着民族政権」の根拠を朴正熙個人が韓

国の慶尚北道出身であること，および韓国にある大
テ

邱
グ

師範学校を卒業していることに求め

た（68）。しかし，李承晩は黄海道出身，金日成は平安道出身であり，朴正熙と同様に朝鮮半

島生まれである。黄海道と平安道は北朝鮮に，慶尚北道は韓国に属している点に違いがあ

るとは指摘できるが，これは分断によってもたらされたものであり，3 人の出生当時の朝

鮮半島は南北に分断されてはいなかった。つまり，3 人とも朝鮮半島生まれであるため，

朴正熙が「南朝鮮（韓国）」の慶尚北道出身であることは，「民族性」の根拠としては不十

分だったのである。また，時代的な側面から見ると，1970年代には，「ソウル大学民族統

一連盟」（69）などを中心とする統一運動が活発に行われた1960年代の記憶が残っており，韓

国国内において統一への熱気があった時期でもあった。そうした情勢下で朴正熙の出身地

を取り上げただけでは，彼の「民族性」を証明することにはなり得なかった。そればかり

か，朴が大邱師範学校を卒業したことは間違いないが，その後の彼は満洲国陸軍軍官学校

及び日本陸軍士官学校を経て満洲国軍人として活動し，その時の経験がのちの軍事政権の

土台となった。このことは，現代の韓国においても，朴正熙が「民族性」を持つ人物であ

るどころか，「民族反逆者」としてさえ理解される根拠となっている。 

他方，玉城が朴政権の「民族性」を見出したもう一つの根拠には，注目に値するところ

もあった。それは，彼が「北との対抗関係を真剣に考え続けているということは，それだ

けでもきわめて「民族的」なこととなる」（70）と述べたうえで，朴政権の北朝鮮への対抗意

識が生産的であると主張した部分から読み取れる。 

 

やや長い目で見たとき，朝鮮民族にとっていまもっとも重要なことは，南北両国家

がそれぞれの方式で建設をおしすすめ，激しい競り合いを演じつつ，南北にわたって

の民族的実力を培養することであろう。これは，南北統一を実現する前段階において

経過しなければならぬ「民族的」過程であると思われる。（中略） 

日本の「進歩派」「革新派」をふくめて，およそ欧米流の「民主主義派」には，こう

した分裂国家のきわどい競合的ナショナリズムによる「民族主義」の展開というパタ

ーンを，十分に理解する能力がそなわっていないのではあるまいか。（71） 

 

つまり，ここで玉城は，対抗関係の中で韓国と北朝鮮が互いに影響し合うことこそが南

北双方に「発展」をもたらし，統一の土台を構築するという，いわば弁証論的な過程の中
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で「民族性」を捉えている。加えて，玉城は，このような「民族性」を，「自主性」につな

がるものとして理解していた。彼は，1974年に発表した論文において，韓国の維新改憲を

北朝鮮との「合作事業」だと捉え，朴大統領が改憲をアメリカと日本の頭越しに進めたこ

とは朝鮮半島のことを大国の干渉なしに独自に進めようとした証拠であり，自主統一への

意思表現でもあり得る，と指摘した（72）。 

このように，玉城が主張する朴政権の「民族性」は，朴の出身という点では不完全な根

拠に依拠していたといわざるを得ない。しかし，大国に囲まれた朝鮮半島の地政学的な特

性と，その下で南北双方に体制競争を強いた「冷戦」という時代状況が共存する特殊な「現

実」の中にあっては，「進歩的知識人」がいうように，統一は単に「統一」を叫ぶだけでは

実現できることではなかった。何よりも，朝鮮半島に も大きな影響力を行使していた米

ソが，当時，朝鮮半島の統一を真に望んでいたとはいいがたかった。このような状況の中

で，統一を実現するための も有効な方法は，大国の干渉なしに韓国と北朝鮮だけで統一

に関する議論ができるよう，力を蓄えることであった。朴政権にそこまでの統一に関する

意志があったかどうかは不明であるが，この時期の玉城の言説は，統一の実現を追求する

ことだけが「民族的」な行為である，という考え方から脱して，朝鮮半島の特殊性に基づ

いた，朝鮮半島のみの「民族主義」を見出そうとしたのであり，その意味は大きい。 

 

おわりに 

 

このように，玉城の「現実主義」的な朝鮮半島認識は1970年代の南北対話を含めた南北

の外交行為を「冷戦下における分断国家間の体制競争」という枠組みの中で理解し，競争

優位を求めて南北がそれぞれ選択した外交戦略の「戦略的優位性」に注目したものであっ

た。玉城はこの基準を用いて，韓国側の外交政策が戦略的な側面から見て北朝鮮側のもの

より優れていたという新たな事実を，この時期の朝鮮半島の情勢から引き出した。そして

このような事実は，当時の日本の論壇に見られた「進歩的知識人」の朝鮮半島観と実際の

朝鮮半島との「乖離」の解消，つまり「進歩的知識人」の視角だけでは説明できない朝鮮

半島の状況を理解するための有効な視点を提示した。いい換えると，玉城は，1970年代に

おいて韓国が朴正熙政権の非民主的性格のために国内外から厳しい批判を受けていたにも

かかわらず，発展を重ねたうえ，北朝鮮との体制競争において優位に立てた一つの原因は，

このような優位な戦略的選択を通じて外交競争に勝利できたからだ，とみなしたわけであ

る。 

「はじめに」でも触れたように，先行研究では，「民族的責任」論者であるとともに「反

進歩的知識人・反北朝鮮」的な北朝鮮研究者でもあるという，一見乖離した二つの玉城の

イメージが提示されてきた。しかし，本稿で指摘した玉城の「現実主義」的な朝鮮半島観

は，これらのイメージからでは説明のつかないものであり，両者の関係性を捉える上でも
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重要な意味を持っている。つまり，「民族的責任」論者かつ「反進歩的知識人・反北朝鮮」

的な北朝鮮研究者という玉城のイメージは，いずれも「現実主義的」な視角という点で通

底していた，ということである。玉城が「民族的責任」に目覚めたきっかけは，日本共産

党の掲げた「価値」によって犠牲にされた在日朝鮮人の「現実」に気付いたことであり，

こうして生まれた「現実」を重視する視角は，当時日本社会においてある種の「通念」と

して広く受け入れられていた，いわば「進歩的知識人」の朝鮮半島観が，朝鮮半島の現状

と「乖離」していることを日本の論壇に気付かせた。「反進歩的知識人・反北朝鮮」的な北

朝鮮研究者としての玉城のイメージは，彼がその「乖離」を指摘する過程において生まれ

たものであった。本稿は，玉城の「民族的責任」に関連する言説と「反進歩的知識人・反

北朝鮮的」な言説の根底にある「現実主義的」な朝鮮半島観を見出すことによって双方を

つなげ，それが一つの朝鮮半島観として成立していることを証明した。 

後に，玉城の朝鮮半島観が持つ意味と限界についても考えてみたい。これまで見てき

たように，1970 年代の玉城は朴政権を再評価したが，朴政権を批判する「進歩的知識人」

の活動が活発であったこの時期には，玉城の見解は多くの人たちからは共感を得られず，

玉城のみならず，彼の原稿が多く掲載された『コリア評論』までも「KCIAのひもつき」（73）

などと批判された。もちろん，同時期に，玉城の他にも朴政権を再評価しようとした知識

人は存在した。しかし，そのような動きが本格化するのは主に1970年代後半からであり，

その内容は主に韓国の経済発展に対する朴政権の貢献に焦点が当てられていた。しかし，

玉城は，1970年代初めから朴政権の再評価を試みたのみならず，その対象も経済政策に留

まらず，外交政策にまで及んでいた。彼の発言は，この時期に朴正熙を再評価する側にい

た知識人が，朴政権の外交政策をいかに評価していたのかを読み解く際に有効である。 

玉城の朝鮮半島観が持つもう一つの意味は，この時期の彼が，「進歩的知識人」の朝鮮半

島観を部分的に受容すると同時に，韓国と北朝鮮の外交戦略については彼らと異なる意見

を示すことによって，「進歩的知識人」の偏向性を越える朝鮮半島観を提示したことである。

しかし，1970年代になると，朴正熙政権を正当化しようとする論理を展開した言説も見ら

れるようになった。さらに，朴正熙政権の「民族性」を主張するために，根拠として十分

とはいえない朴正熙個人の経歴を指摘することもあった。これは，玉城が批判していた「進

歩的知識人」の，いわゆる二分法的で偏った朝鮮半島観から，彼自身も完全に抜け出せな

かったことを意味する。しかし，こうした部分のみを捉えて，彼がこの時期に朴正熙政権

の全てを肯定していたと断じることはできない。確かに彼は，先に言及した朴正熙の経歴

を根拠として朴正熙政権の「民族性」を肯定的に捉えた文章において，この時期の韓国社

会が経済的発展を成し遂げ，それによって国際社会における地位が向上したのは，朴政権

の情報収集力と分析力に基づく迅速な対応力，またそれを行動に移すことのできる「前進

型」の性格を発揮した結果だ，と述べた。しかし，彼によると，こうした「前進型」の性

格は，朴正熙政権が国内外の批判にさらされると，「猪突猛進型」に変質するものでもあっ
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た。そして，彼は，「猪突猛進型」の朴政権が犯した過ちとして大統領緊急措置の発令など

がある，と厳しく批判して（74），朴正熙政権を無条件に擁護する姿勢とは一線を画した。 

それでは，以上のような玉城の言説は，どのように理解されるべきであろうか。この時

期，朴正熙に対する過度な肯定評価とも受け止められた彼の一部の言説は，バランスを喪

失したものだった，ともいい得る。そして，こうした彼のバランスの喪失は，朴正熙政権

への否定的な評価を見直そうとする論者が厳しく批判されていた状況下において，日本の

知識人が 後までバランスを保ちながら自らの朝鮮半島観を主張し続けることの難かしさ

を露呈するものでもある，と理解できる。しかし，そのような論壇の雰囲気の中にあって

も，彼が朴正熙政権の否定的な側面から目をそらさなかったこと，「進歩的知識人」とは異

なる視角で「民族主義」を考察し，朝鮮半島の地政学的な特殊性をも視野に入れた「競合

的ナショナリズムによる「民族主義」」を見出したこと，「朴政権擁護派」（75）などの批判を

受けながらも朝鮮半島への関心を失わず，活発な著作活動を展開して日本の論壇に多様な

朝鮮半島観を共存させたことには独自の意義がある，といわねばならない。 

1980 年代に入って韓国の体制競争における北朝鮮に対する優位は揺るぎないものとな

り，加えて北朝鮮の経済不振が明らかになると，それまで「現実」との「乖離」を埋める

ことができなかった「進歩的知識人」は，朝鮮半島への関心を急速に失っていった。それ

に対し，玉城は，1981年に『コリア評論』を離れた後も『現代コリア』において研究活動

を続けた。1970 年代まで日本の論壇において大きな影響力を持っていた「進歩的知識人」

の朝鮮半島観と，この時期に存在していたもう一つの朝鮮半島観としての玉城素の「現実

主義的」な朝鮮半島観が，その後の日本人の朝鮮半島観の形成にいかなる影響を及ぼした

のかについては，今後検討していきたい。 

 

 

［注］ 

＊ ハングルの直後のブラケット［ ］内は引用者による日本語訳を示す。 

 

（1） 1979 年10月26日，当時の韓国大統領の朴正熙は，中央情報部長の金載圭
キムジエギユ

（1926–80）に暗殺

された（「10・26事件」）。朴正熙の死によって維新政権は幕を下ろした。 

（2） 戦後の日本社会には，いわゆる「保守」と「革新」と呼ばれる勢力があり，知識人の中にも「保

守」的傾向，「革新」的傾向が見られる人々がそれぞれ存在した。「保守」と「革新」を規定する

基準には様々なものがあるが，一般的に「革新」的傾向が見られる知識人という場合は「国家主

義」よりも「個人主義」を重視し，戦後日本社会を「民主主義」や「人権」等の価値が尊重され

る空間にしようとした人々を指す。これらの知識人は，総合雑誌などを通じて自らの意見を積極

的に表明することで知識人としての役割を果たしていた。その中でも岩波書店の『世界』は，「革

新」的傾向が見られた知識人らの主な活動の場であった。韓
ハン

相一
サンイル

（1941 年生）は朝鮮半島に関

する原稿をさかんに『世界』に寄稿し，「革新」的傾向が見られる知識人を指す言葉として「進
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歩的知識人（진보적 지식인）」という用語を用いている。本稿では韓相一と同じく「進歩的知識

人」という用語を使用するが，韓相一とは若干異なる意味合いで使用している。本稿でいう「進

歩的知識人」に対する詳細な定義と特徴については，本文に記す 한상일『지식인의 오만과 편견：

《세카이》와 한반도』기파랑，2008년5월［韓相一『知識人の傲慢と偏見：《世界》と朝鮮半島』

耆婆郎，2008年5月］参照。 

（3） ここでいう先行研究の代表例としては， 

・한［韓］前掲書。 

・鄭
てい

大
たい

均
きん
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［付記］ 

本稿は2015 年に東京大学大学院総合文化研究科地域文化研究専攻に提出した修士論文，「戦後日本

論壇における「現実主義」的朝鮮観の提示 ―― 玉城素の対朝鮮半島認識を中心に」の一部に加筆・

修正を行ったものである。 


